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会計別歳出決算額対前年度比較
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用語の説明 

・特別会計 
特別会計とは、地方公共団体が特定の事業を行うにあたって、一般の歳入歳出と区分して経理する
必要がある場合に、各団体の条例で別個に設置された会計のことで、本県には以下の11（平成22年度
は12）の特別会計が設置されている。 

    【県債管理】 
  県債の管理（元金、利子の支払い、満期一括償還県債の償還に備えた積立等）を行う。 
【交通災害共済事業（平成22年度末で廃止）】 
  交通事故により災害を受けたものを救済するための共済事業。 
【母子及び寡婦福祉資金貸付事業】 

       母子及び寡婦福祉法に基づき、配偶者のない女子であって児童を扶養しているもの、父母のない
児童及び母子福祉団体若しくは寡婦に対して自立更生等の資金の貸付を行う。 
【小児心療センターあすなろ学園事業】 

      精神障がい児、情緒障がい児、発達障がい児の心身の健全な発達を図るための治療施設を運営す
る。 
【就農施設等資金貸付事業等】 
青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法等に基づき、認定就農者に対し、 
経営の開始に必要な資金の貸付（就農施設等資金）を行う。 
【地方卸売市場事業】 

       卸売市場法に基づき、整備された地方卸売市場における生鮮食料品の円滑な流通を図るため、
市場の管理と卸売業者の育成等を図る。平成21年度から地方卸売市場事業会計に転換。 
【林業改善資金貸付事業】 

       林業・木材産業改善資金助成法等に基づき林業経営の安定と生産の増強等に必要な資金の貸付を
行う。 
【沿岸漁業改善資金貸付事業】 

       沿岸漁業改善資金助成法に基づき、漁業経営の安定と生産力の増強等に必要な資金の貸付を行う。 
【中小企業者等支援資金貸付事業等】 
  小規模企業者等設備導入資金助成法及び独立行政法人中小企業基盤整備機構法に基づき、中小企
業者等の経営の近代化、合理化を促進するために必要な資金の貸付を行う。 

（次ページへ続く） 

単位：百万円 
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用語の説明 

【港湾整備事業】 
      港湾整備及び地域開発のため、港湾改修事業と並行して臨海土地造成事業、埠頭用地造成事業の

実施と港湾施設の維持管理を行う。（対象港：四日市港を除く１９港湾） 
【流域下水道事業】 

      流域下水道法に基づく流域下水道の建設及び下水道施設管理と、２市町以上の汚水を広域的に集
める下水管渠と下水処理場等の整備を行う。 
【公共用地先行取得事業】 
公共事業の実施に必要な用地を確保するため、用地の先行取得を行う。（現在は国直轄事業分の
み実施） 
土地開発基金の管理（基金の運用益の積立等）を行う。 

 

 


